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01
アカウンティング基礎の全体像



アカウンティングとは

企業の経営活動を数値化・定量化し、可視化するための「ビジネスの共通言語」です。複雑な経済活動を一貫性を持っ

て総合的に捉え、利害関係者にとって理解しやすい形で情報を伝達する基盤となります。

外部との信頼構築

投資家、銀行、取引先など外部ステークホルダーとの議論

に不可欠。企業の財務状況や成果を透明かつ客観的に伝達

し、信頼関係を構築するための共通の基準となります。

内部の意思決定基盤

経営戦略の立案、事業計画の検証、各部署の業績評価に活

用。過去の実績データから未来の予測を立て、資源配分の

判断や経営改善のための重要な指標を提供します。

測定の単位：貨幣価値
すべての企業活動は「貨幣価値」で計測され、資金の「投入（インプット）」と「産出（アウトプット）」の差を分

析することで、利益性や成長性を客観的に把握します。



企業活動の４つのステップ（資本の回転増殖運動）

企業活動は、資本を効率的に回転させ、増殖させるプロセスとして理解できます。この4つのサイクルが循環することで、企業の成長

が実現されます。

01 資金調達

株主からの出資や銀行借入などで、事業開始・拡大に必要な初

期資金を集める段階。企業活動の出発点となる資本の基盤を築

きます。

02 資産投資

調達した資金を工場設備、機械、店舗、技術開発などの有形・

無形資産に配分。事業運営のための生産基盤や競争力を構築し

ます。

03 価値提供と収益獲得

投資した資産を活用し、顧客に満足のいく製品やサービスを提

供。対価として売上を生み出し、事業の収益性を確保する段階

です。

04 利益分配と再投資

獲得した利益の一部を株主に配当し、残りを新たな事業拡大や

技術開発に再投資。資本を増殖させ、企業の持続的成長を図り

ます。



アカウンティングの主要ツール（財務三表）

企業の財務状況と経営成果を総合的に示す核心的な指標体系である「財務三表」。それぞれが異なる側面から企業の健康度と活

動実態を明らかにし、投資家や経営者に不可欠な意思決定情報を提供します。

01 損益計算書 (P/L)
一定期間の収益と費用を集計し、最終的な

利益（または損失）を算出します。企業の

「稼ぐ力」や収益性を示すフロー型**の動

態指標です。

02 貸借対照表 (B/S)
特定の時点における資産、負債、純資産の

構成を示します。企業の財務構造や「財産

の状態」を表すストック型**の静態指標で

す。

03 キャッシュフロー計算書 (C/S)
期間内の現金の流入と流出を追跡します。

企業の「資金繰りの健康度」や現金生成能

力**を見るための重要なフロー指標です。

三表の連携分析がカギ
単体では見えない企業の真の姿は、三表を組み合わせて初めて明らかになります。例えば、損益計算書で黒字が出ていてもキャッシュフロ

ーが悪ければ資金繰りが逼迫し、貸借対照表の負債比率が高ければリスクが顕在化します。これらの関係性を理解することで、より深い経

営分析が可能となります。



【最新動向コラム】会計の役割変革と非財務情報の統合

2026年の現在、会計の機能は伝統的な「記録と報告」から、企業価値を最大化するための「戦略的意思決定支援」へと大きく進化し

ています。特にESG などの非財務情報と財務データの統合は、企業の持続的成長に不可欠な要素となっています。

非財務情報の重要性はますます高まり、SDGs （持続可

能な開発目標）の達成状況などが、企業の長期的な価

値評価に直接影響を与えるようになりました。

戦略的パートナーへ

経理部門は単なる事務処理から、経

営層の意思決定を直接支援する存在

へと変貌。予算管理や投資評価にお

いて、企業の成長戦略を形作る核心

的な役割を担います。

財務・非財務の統合

気候変動リスク、人材育成、ガバナ

ンス体制といったESG 情報を、伝統

的な財務指標と同等の重要性で測定

・開示。企業の持続可能性を客観的

に示す基盤となります。

国際基準の標準化

ISSBが策定したIFRS S1（サステナ

ビリティ関連ディスクロージャ）と

S2（気候関連ディスクロージャ）が

世界標準となり、グローバルな資本

市場での情報開示が必須化。

データ駆動型経営
AIとビッグデータ分析により、過去

の実績だけでなく未来の予測をリア

ルタイムで可視化。動的な経営判断

と迅速な意思決定を可能にするデジ

タルトランスフォーメーションが推

進されています。



02
財務会計と管理会計の比較



財務会計と管理会計の比較

財務会計と管理会計は、目的と利用者が根本的に異なる会計の二大分野です。外部への公正な報告と、内部の意思決定支援と

いう異なる使命を持ち、企業経営において互いに補完し合う重要な役割を担っています。

01 目的：外部報告 vs 内部意思決定

財務会計
企業の経営状態を外部に公正に

開示し、過去の実績に基づいた

「現状把握」を目的とする。

管理会計
経営判断を支援し、将来の計画

や改善に向けた「将来志向」の

意思決定を促す。

02 利用者：外部利害関係者 vs 内部経営陣

財務会計
投資家、銀行、取引先、税務当

局など、企業の外部にいる第三

者が利用する。

管理会計
社長、部門長、現場管理者など

、企業内部で意思決定を行うス

テークホルダーが利用する。

03 ルール：法定準拠 vs 自由設計

財務会計
会社法や企業会計原則などの強

制ルールに厳格に準拠し、統一

性が要求される。

管理会計
法令による強制規範はなく、自

社の経営課題や分析ニーズに合

わせて自由に設計可能。

04 時間軸：過去記録 vs 未来予測

財務会計
過去の一定期間（通常1年間）

の実際の取引や業績を事後的に

集計・報告する。

管理会計
将来の売上・コスト予測、予算

編成、PDCA サイクルの運用に

活用される。



【最新動向コラム】AIによる境界融解

会計の「一体型アプローチ」が加速

財務会計で蓄積された実績データを、管理会計の「予測

・意思決定」に即時連携。従来の「記録」から「未来を

見据えた経営支援」へ、会計の機能がシームレスに進化

しています。

リアルタイムでタイムラグを解消

AIによる自動化と予測分析により、月末調整の待機やデータ集計の

遅延がなくなりました。経営者は常に最新の財務状況を把握し、市

場の変動に迅速かつ正確に対応できるようになります。

経営へのインパクト：境界の融解は、単なる業務効率化だけでなく、データに基づいた戦略的な経営判断を可能にし、企業の競争力

を大きく向上させる鍵となります。
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損益計算書（P/L）の詳細



P/Lの構造

01 本業の収益基盤：営業利益

売上高から売上原価を控除して売上総利益を算出し、さらに販売費・一般管理費を差し引

くことで導き出されます。企業のコアビジネスが生み出す利益であり、事業の持続可能性

を測る最も重要な指標です。

02 通常活動全体の収益：経常利益

営業利益に営業外収益（受取利息・配当金など）を加算し、営業外費用（支払利息など）

を控除して算出されます。企業の通常的な事業活動と金融活動を合わせた収益性を示しま

す。

03 最終的な利益：当期純利益

経常利益に特別損益を加減して税引前利益を算出し、法人税等を控除した残りが当期純利

益です。これは株主に分配される配当金や、企業の内部留保（将来の成長資金）の源泉と

なります。



P/Lの分析ポイント

01 売上高 02 営業利益

03 経常利益 04 当期純利益



P/Lの会計原則

損益計算書は、企業の経営成果を適正に反映するために、いくつかの核心的な会計原則に基づいて作成されます。こ

れらの原則は、収益と費用の計上タイミングを明確にし、財務情報の信頼性を保証します。

発生主義

現金の受け渡しではなく、費用が発

生した時点（価値が消費された時点

）で費用を認識します。企業が当期

に負担した真のコストを適切に捉え

るための基礎となります。

実現主義

現金の入金待ちではなく、売上が実

現した時点（商品引渡しやサービス

提供の完了時）に収益を計上します

。これにより、収益の発生事実が優

先的に反映されます。

費用収益対応

ある期間の収益を得るために発生し

た費用は、その収益と同じ期間に計

上します。これにより、各会計期間

の利益を正確に算出し、経営成績を

適正に評価できます。

経営成果の適正な把握：これらの原則を遵守することで、単なる現金の動きだけでなく、企業が実際に創出した価値や

負担したコストが正確に反映され、投資家や経営者にとって信頼できる経営成績を提供することができます。
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貸借対照表（B/S）の詳細

「資産＝負債＋純資産」



B/Sの構造

貸借対照表（B/S）は、企業の特定時点における財務状況を「資産＝負債＋純資産

」の会計方程式に基づいて表した核心的な財務諸表です。左辺は資金の使途（どこ

に使われたか）、右辺は資金の調達元（どこから来たか）を示し、左右の合計は常

に一致します。

01 資産（資金の使途）

• 流動資産：現金、銀行預金、売掛

金、在庫（棚卸資産）など短期で換

金できる資産

• 固定資産：建物、機械設備、土地

、特許権など長期的に使われる資産

→ 企業が事業運営のために保有する

「価値の塊」

02 負債・純資産（調達元）

• 負債：買掛金（支払義務）、銀行

借入金など「他人の資金」

• 純資産：資本金、利益剰余金など

「自己の資金」

→ 資産を調達するために利用した資

金源の総計

会計の基本原則：「資産の合計」と「負債＋純資産の合計」は常に一致します（バランスの法則）。



流動資産と固定資産

企業の財務状況を正確に把握するためには、資産を「流動性」に基づいて分類することが不可欠です。この区分は、

短期的な資金繰りの安全性と長期的な事業基盤の強さを評価する上での基礎となります。

01 流動資産 (Current Assets)

1年以内に現金化または費用化される短期資産
企業の日常運転に直結する資金源であり、短期的な支払い

能力や資金繰りの安全性を示す重要な指標です。

代表的な例：現金・預金、売掛金（取引先からの債権）

、棚卸資産（商品在庫）、前払費用など

02 固定資産 (Fixed Assets)

1年を超えて事業活動に使用される長期資産
企業の生産能力や競争力の基盤を形成し、長期的な価値創

造に貢献する資産です。価値は徐々に減価償却されます。

代表的な例：建物・機械設備（有形）、特許権・ソフト

ウェア（無形）、関係会社株式（投資資産）など

この分類を理解することで、企業が短期的なリスクにどう対応できるか、また長期的な成長基盤がどれだけ堅牢かを見極めることができます。



B/Sの分析ポイント

01 資金の使途

資産の構成から資金がどこに配分されているかを把握しま

す。設備投資の充実度や現金保有の適正性を確認し、企業

の事業基盤の強さや資金の柔軟性を分析します。

02 資金の調達

負債と純資産のバランスを検証します。自己資本比率が高

いほど財務は安定し、負債の期間構成（短期・長期）から

返済リスクや金利変動への耐性を評価します。

03 流動性の評価

流動比率や当座比率で短期的な支払い能力を測定します。

営業サイクル内での資金繰りが滞りなく行われるか、突発

的な資金需要に対応できるかを判断します。

04 財務の安全性

固定比率やキャッシュフローの安定性から長期的な財務の

健全性を評価します。経済環境の変動に対する耐性がある

か、外部ショックによって経営が揺らぐリスクが低いかを

見極めます。



減価償却と棚卸評価

企業の財務状況を正確に反映するためには、固定資産の減価償却と棚卸資産の適正な評価が不可欠です。これらの会

計処理は、貸借対照表（B/S）の資産価値と損益計算書（P/L）の利益に直接影響を与え、経営判断の重要な指標とな

ります。

固定資産の減価償却

核心概念：建物、機械設備といった長期的に使用される資

産の価値が、時間経過や使用によって減少する分を費用と

して計上する処理です。

会計上の特徴：キャッシュアウトを伴わない「非現金費用

」であるため、キャッシュフロー計算時には営業利益に加

算戻しされます。

主な方法：定額法（価値を均等に配分）、定率法（初期に

より多くの費用を計上）が代表的です。

棚卸資産の評価基準

核心概念：在庫品をいくらで評価するかで、資産の総額と

当期の利益が変動します。原則として「取得原価か時価の

いずれか低い方」で評価します。

主な計上方法：先入先出法（FIFO）、総平均法、移動平均

法などがあり、選択は一貫して適用する必要があります。

経営への影響：評価方法の選択は、売上原価の金額に直接

影響し、最終的な当期純利益の計上額に波及します。

重要ポイント：これらの会計処理は単なるルールではなく、企業の財務健全性と将来の投資価値を示す重要な指標であるため、透

明性の確保が不可欠です。



【最新動向コラム】ISSB 基準によるB /Sへの影響

ESG は財務の核心指標へ

ISSB基準の導入により、気候リスクは単なる非財務情報

ではなく、減損や除却といった形で損益計算書や貸借対

照表の数値に直接影響する「財務的要因」へと昇格しま

した。企業は経営戦略にESG を統合することが不可欠と

なります。

2026年に施行されるIFRS S2（気候関連開示基準）により、企業は気候変動が財務諸表に与える影響を定量的に開示する義務が生じます

。特に有形固定資産への影響が顕著です。

01. 減損損失の計上
気候変動により資産の収益性が長期的に低下した場合、企業は資産

価値を見直し、減損テストを実施して損失を計上する必要がありま

す。例えば、水害リスクの高い工場設備の価値減少などが該当しま

す。

02. 除却損失の発生
炭素排出規制の強化や市場の急速な脱炭素化により、化石燃料関連

の設備や炭素集約的な資産が早期に廃棄される場合があり、その残

存価値の全額または一部が除却損失として計上されます。



05
キャッシュ・フロー計算書（C/S）の詳細



C/Sの区分

01 営業CF (営業活動)
企業の本業（仕入・製造・販売）に伴う現金の収支で、企業の存続

基盤となる収支です。

例：売上代金の回収、仕入先への支払、人件費や光熱費の支払い

02 投資CF (投資活動)
将来の成長や生産性向上のための長期的な支出・収入で、企業の未

来を築く活動です。

例：工場設備の購入、子会社の買収（M&A ）、有価証券の取得

03 財務CF (財務活動)
資金の調達や返済、株主への配当支払など、資本構造に関わる収支

です。

例：銀行からの借入、社債の発行、株主への配当金支払、株式買い

戻し

キャッシュ・フロー計算書は企業の「血液」である現金の動

きを可視化し、経営の健全性や将来の成長性を判断するため

の重要な指標です。



C/Sの分析ポイント

01 営業CFのプラス/マイナス

本業がキャッシュを生み出しているかの判断基準です。継

続的にプラスであることが企業存続の理想的な状態であり

、安定的な収益力と資金生み出し能力の証左となります。

02 投資CFの成長性分析

将来の成長に向けた設備投資やM&A などの動向を示します

。通常は資金を支出するためマイナスになることが多く、

その規模は企業の成長戦略や将来への投資意欲を反映しま

す。

03 財務CFの資金構造

資金調達（銀行借入や株式発行）と返済・配当の状況を把

握します。これにより、企業の資本構造の健全性、債務返

済能力、株主への配当還元力などを評価できます。

04 フリー・キャッシュ・フロー (FCF)

「営業CF -純投資額」で算出され、事業活動全体が生み出

す自由なキャッシュの純額です。企業の持続可能性や、株

主還元、新規事業への再投資余力を判断する上で最も重要

な指標の一つです。



キャッシュと利益のズレ（運転資本）

損益計算書上の利益とキャッシュ・フロー計算書のキャッシュ増減には常にズレが生じます。このズレの核心要因が運

転資本（Working Capital, WC ）の変動であり、企業の資金繰り健全性を判断する上で最も重要な指標の一つです。

運転資本（WC ）＝売上債権＋棚卸資産－仕入債務（買掛金）
営業活動に直結する流動的な資金バランスを示し、資金効率の晴れやけどとなります。

運転資本増加→ キャッシュ流出

売上拡大に伴い、売上債権（未回収金）や棚卸資産（在庫

）が増加します。これらは現金を占めるため、運転資本が

膨らむほど、企業の手持ち現金が減少することを意味しま

す。

成長企業は追加資金調達が必須

業績が順調に伸びる企業ほど、運転資本の増加幅が大きく

なります。利益が出ていても自己資金では賄いきれず、銀

行借入や増資などの外部資金調達が不可欠となります。



【最新動向コラム】ブロックチェーンによるCF情報の信頼性向上

図：会計業務におけるブロックチェーンの応用分類

スマートコントラクトによる予測可能性向上
契約条件に基づいた自動決済と仕訳生成により、人為的ミスや遅延を排除。

キャッシュフローの発生タイミングと金額が明確化され、資金計画の精度が

飛躍的に高まります。

不変な履歴による監査効率化と信頼構築
分散型台帳に記録された取引履歴は改ざん不能であり、第三者機関による監

査プロセスを大幅に効率化。また、投資家や金融機関に対するCF情報の信憑

性を強固に担保します。
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財務三表のつながり



財務三表の相互リンク

財務三表はそれぞれ独立したものではなく、企業の経営実態を「静止」と「動態」の両面から立体的に描く連動シス

テムです。各表の数字は互いに因果関係を持ち、一体的に分析することで企業の真の姿が見えてきます。

視点：静と動の融合

B/S（貸借対照表）は「ストック」

＝ある時点の財務状態を示す「静止

画」。P/LとC/Sは「フロー」＝一

定期間の変化を示す「動画」で、結

果と過程を結びつけます。

利益：P/L → B/S

損益計算書の当期純利益は、貸借対

照表の利益剰余金に直接繋がります

。企業の収益力が最終的に自己資本

の増加という「結果」として表れる

仕組みです。

資金：C/S → B/S

キャッシュフロー計算書のキャッシ

ュ増減合計は、貸借対照表の現金・

預金の増減額と完全に一致します。

資金繰りの実態が財務の安全性に直

接影響します。

経営洞察への鍵：三表はそれぞれが独立した情報源ではなく、一つの物語を構成する要素です。利益だけでなく資金繰

り、そしてそれらが企業の財務基盤にどのように蓄積されるかを見ることで、持続可能な成長か、一時的な浮き沈みか

を見極めることができます。



【最新動向コラム】統合報告と関連情報の開示

2026年を迎え、企業には財務情報と非財務情報（ESG 情報等）を統合的に報告することが、投資家信頼構築の必須要件となっていま

す。単なる情報の羅列ではなく、両者の因果関係を明らかにすることが求められます。

ISSB 基準による「関連情報」開示義務

影響経路の具体的な可視化

実践事例：外部評価と統合報告の連動

企業が取得した国際的なESG 指数認証を統合報告書内で開示

する例も増えています。これらの第三者機関による評価は、

企業の持続可能性に関する客観的な証拠となり、財務健全性

との連結性を裏付ける重要な要素となります。
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指標分析（経営分析）



成長性分析

01 売上高成長率

事業規模の拡大具合を直接反映する指標で、市場シェアの伸び

や販売力の強化を示します。

計算式：(当期売上高 -前期売上高) ÷前期売上高

02 総資産成長率

企業全体の規模拡大や資産の蓄積度合いを示し、設備投資や事

業基盤の強化の実態を表します。

計算式：(当期総資産 -前期総資産) ÷前期総資産

分析の着眼点



収益性分析

企業の儲ける力を評価する指標で、売上高に対する各種利益の割合で収益性を測定します。

01 売上高総利益率

計算式：売上総利益÷売上高
意味：商品・サービス自体の付加価値率を示し、製造・仕入れ原

価の管理効率が直接反映されます。

02 売上高営業利益率

計算式：営業利益÷売上高
意味：企業の本業（事業活動）の収益性を示す核心指標で、販管

費などの経費削減効果が表れます。

03 売上高経常利益率

計算式：経常利益÷売上高
意味：本業以外の営業外収支も含めた通常活動全体の収益性を示

し、企業の安定的な収益力を測ります。

04 売上高当期純利益率

計算式：当期純利益÷売上高
意味：税金や特別損益を経た最終的な利益の割合で、企業が株主

に還元できる利益の実態を反映します。



効率性分析

01 総資産回転率（回）

計算式：売上高÷総資産

02 売上債権回転期間（日）

計算式：売上債権÷ (売上高÷ 365)

03 棚卸資産回転期間（日）

計算式：棚卸資産÷ (売上原価÷ 365)

04 仕入債務回転期間（日）

計算式：仕入債務÷ (売上原価÷ 365)



安全性分析

01 自己資本比率

企業の財務構造の安定性を示し、返済義

務のない資金の占める割合。数値が高い

ほど破綻リスクが低く、長期的な持続可

能性が高まります。

02 流動比率

翌期に償還が予定される債務を流動資産

で賄えるかを示す短期支払能力指標。一

般的に1.0以上が健全な目安とされます。

03 当座比率

在庫などの換金性の低い資産を除外した

、より厳格な短期支払能力指標。資金繰

りの逼迫度を精度よく測定します。

04 固定比率

設備投資などの長期資産が、安定的な純資産で賄えているかを示

す指標。100% 以下であれば「固定資産適正規模」とされ、財務構

造の健全性が確保されます。

05 インタレスト・カバレッジ・レシオ (ICR)

営業活動で生み出した利益が利息支払いにどれだけ耐えられるか

を示す「利息支払余力倍率」。数値が高いほど金利変動や業績悪

化に対するリスク耐性が強くなります。



総合力分析（ROA /ROE 分解）

企業の総合的なパフォーマンスを評価する指標で、収益性・効率性・安全性を多角的に分析し、経営の強みと課題を明らかにします。

01. ROA （総資産利益率）

計算式：当期純利益÷総資産

分解要素：売上高当期純利益率 ×総資産回転率

分析の意味：企業が保有する全ての資産（設備・現金・在庫など

）をどれだけ効率的に活用して利益を生み出しているかを示し、

経営の基礎的な収益力を測定します。

02. ROE （自己資本利益率）

計算式：当期純利益÷自己資本

分解要素：利益率×回転率×財務レバレッジ（総資産/自己資本）

分析の意味：株主が出資した資本でどれだけの利益を獲得している

かを示し、企業の資本運用能力や株主への配当能力を評価する核心

指標です。

注意点：財務レバレッジの影響

借入金を利用した財務レバレッジが大きいほどROE は高まりやすくなりますが、同時に金利負担や返済リスクも増加します。安定的な

経営のためには、収益力とリスクのバランスを見極めることが重要です。



【最新動向コラム】ESG 統合によるパフォーマンス評価の進化

2026年、GHG 排出量や人的資本投資などのESG 指標が財務指標と

統合され、国際的な評価標準が形成されつつあります。これは単な

る規制遵守ではなく、企業の持続的な価値創造力を測る新たな基準

へと進化しています。

持続可能な成長力の再定義
投資家は財務収益性だけでなく、ESG 指標を通じて企業の長
期的な成長基盤と社会的影響力を厳しく評価し、資金配分の
重要な判断材料としています。

気候リスク統合モデル (CRR)
Carbon Risk Realignmentモデルなどが普及し、気候変動に
よる物理的・移行的リスクを織り込んだROE 計算が実務化さ
れ、企業のリスク調整後の真の価値が見直されています。

財務・ESG 統合のストーリーテリング
単なる数値提示から脱却し、両指標を融合した企業の価値創
造プロセスを語り、投資家に対して説得力のある企業価値を
伝達することが不可欠となりました。

SDGs ：ESG 評価の国際共通言語
国連が提唱する17の目標は、ESG 活動の方向性を示すグローバ

ルな指針として機能し、企業の持続可能な成長戦略と社会的責

任の実践状況を測るための基準となっています。
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管理会計



管理会計の目的

管理会計は、企業内部の意思決定と実行管理を支援するための会計システムです。過去の実績を分析し未来を予測し

、持続的な成長と価値創造を促進するためのデータ基盤を提供します。

経営戦略の策定

長期的な経営戦略立案から中期計画の

具体化、さらに戦略実行の成果評価ま

で、客観的なデータに基づいた判断材

料を提供し、企業の成長方向性を定め

る基盤を構築します。

目標設定とPDCA 運用

組織目標の設定と実行進捗の可視化を

行い、計画と実績の差異を分析します

。これにより改善策を迅速に導き出し

、PDCA サイクルを効率的に回すため

の情報基盤を提供します。

事業活動の意思決定

製品価格設定、設備投資判断、新規事

業立ち上げなどの意思決定を支援しま

す。コスト分析や収益予測を通じて、

リスクを考慮した合理的な経営判断を

促進します。

「財務会計は過去の事実を記録するのに対し、管理会計は未来の価値を創造するための判断を支援する」



変動費と固定費

費用は、売上や生産量との関係によって「変動費」と「固定費」に分類できます。この分類は損益分岐点分析や利益管理の基礎となり

、事業の収益性を正確に把握するために不可欠です。

01 変動費

売上高や生産量の増減に比例して変動する費用で、事業の規模に

応じて直接的に変化します。

代表例：原材料費、販売手数料、物流費、製造にかかる水道光熱費

02 固定費

売上高や生産量に関係なく一定の費用で、事業を維持するための

基本的なコストに該当します。

代表例：正社員の基本給、事務所の家賃、減価償却費、保険料

限界利益

売上高－変動費 = 限界利益
固定費を賄い、最終的な営業利益を生み出す原資です。貢献利益とも

呼ばれ、個別商品の収益性評価に用いられます。

限界利益率

限界利益÷売上高× 100 = 限界利益率(%)
売上1円あたりが固定費や利益に貢献する割合を示します。価格設定や

販売構成の見直し、損益分岐点の計算に活用されます。



損益分岐点分析

損益分岐点分析は、企業の経営の安全性と利益構

造を定量的に把握するための基礎的な手法です。

この分析により、「利益を出すためにはどれだけ

売上が必要か」を明確にし、経営計画や価格設定

の判断材料として活用できます。

01. 損益分岐点売上高
計算式：固定費÷限界利益率

利益がゼロになる「ブレークイーブンポイント」を示し、経営の起点とな

る指標です。

02. 損益分岐点比率
計算式：損益分岐点売上高÷実際売上高

比率が低いほど経営が安全であることを示し、企業の安全度を測る重要な

指標です。

03. 目標利益達成売上高
計算式：(固定費 + 目標利益) ÷限界利益率

経営目標として設定した利益を達成するために必要な最低限の売上高を算

出します。



費用構造の特徴

費用構造は企業の収益性とリスクプロファイルを決定づける重要な要素であり、市場の景気変動に対する敏感度を大きく左右

します。二つの典型的なタイプに分けてその特徴を比較します。

01. 固定費比率が高い

特徴：ハイリスク・ハイリターンの構造で、レバレッジ効

果が大きい

景気への影響：景気変動に敏感で、売上の変化が利益に直

接反映

代表業種：製造業（設備投資依存型）、インフラ建設業

02. 変動費比率が高い

特徴：ローリスク・ローリターンで、収益の安定性に優れ

る

景気への影響：景気の変動に強靭で、売上が落ちても費用

が柔軟に調整

代表業種：外注型サービス業、小売業、フリーランス型事

業

経営への示唆：固定費の多い企業は好景気時に利益が急拡大しますが、不景気時には損失も加速します。変動費主体の企業

は市場の不確実性に対して強い「耐震性」を持ち、安定したキャッシュフローを維持しやすい特徴があります。



【最新動向コラム】AIによる予測とシナリオプランニング

01. 予測精度の飛躍的向上

AIが多変量データをリアルタイムに解析し、売上・需

要・キャッシュフローの予測誤差を大幅に削減。市場

の微小な変動も捉え、経営の不確実性を可視化します

。

02. 多角的シナリオのシミュレーション

楽観・標準・悲観的な複数の市場環境を仮定し、各シナリオ下

での財務インパクトを瞬時に計算。これにより、リスクヘッジ

策や代替戦略を事前に準備することが可能になります。

経営インパクト：AIによる予測とシナリオ分析は、単なる数字の計算を超えて「未来を見据えた戦略的意思決定」を可能にし、

不確実性の高い市場環境において企業の持続的成長を支える強力な武器となります。
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予測財務諸表の作成



予測財務諸表の作成手順

予測財務諸表は、企業の将来の財務状況とキャッシュフローを見通すための重要なツールです。経営計画の妥当性を検証し、資金繰り

のリスクを事前に把握するために、以下の標準的なプロセスで作成します。

01. 売上高の予測

市場トレンド、自社の事業戦略、競合の

動向などを総合分析し、将来の売上高を

定量的に見積もります。これは全予測の

基盤となります。

02. 売上連動項目の算出

変動費、売上債権、棚卸資産、買掛金な

どは、過去の売上高に対する比率を基に

予測します。売上規模の拡大に伴い比例

的に変動する特性を利用します。

03. 固定的項目の予測

固定費（人件費、家賃など）、固定資産

の取得・除却計画、長期負債の返済スケ

ジュール、純資産の増減は、別途策定し

た経営計画に基づいて個別に予測します

。

04. 損益計算書（P/L）の作成

予測した売上高と各種費用を基に損益計算書を作成し、営業利益

や当期純利益の見通しを算出します。これにより、計画期間中の

収益性と利益構造の妥当性を検証します。

05. 貸借対照表（B/S）の調整とPLUG 設定

貸借対照表の左右の合計が一致するように調整項目（PLUG ）を設

定します。通常は「現金・預金」（資金繰りの余剰/不足）または

「短期借入金」（調達が必要な資金額）を調整項目として、バラ

ンスを取ります。



PLUG 調整と予測のポイント

01. PLUG の設定：資金のバロメーター

貸借対照表の左右均衡を図る調整項目で、企業の資金余剰

・不足を示す指標です。現金残高がプラスの場合は「現金

・預金」、マイナスの場合は「短期借入金」として設定し

、資金繰りの状況を明確にします。

02. 根拠：数値より説得力

予測の精度よりも、その背後にある前提条件や計算ロジッ

クの整合性が重要です。仮説設定の妥当性や業務の実態と

の乖離がないかを検証し、説得力のある予測モデルを構築

しましょう。

03. シナリオ：リスクへの備え

楽観・悲観・現実の3パターンを作成し、感度分析を実施

します。市場環境の変動や不確実性に対応するため、各シ

ナリオ下での資金繰りや損益の変化を事前にシミュレーシ

ョンし、リスク対策を講じます。

04. 技術：循環参照の活用

借入金の利息は負債残高に依存し、残高は利息の支払いに

よって変動するため、循環参照が発生します。Excelの「

反復計算」機能を有効にして正確な金額を算出し、モデル

の動的な関係性を反映させます。



【最新動向コラム】AIによる予測とシナリオプランニング

2026年の最新動向として、AI機械学習モデルが財務予測の精度を飛躍的に向上させています。従来の線形な予測モデルでは捉えられなか

った市場の微細な変動や複数変数の相互作用を解析し、事業計画の根拠をより堅固なものにします。

多様なデータソースの統合分析

財務データに加え、経済指標、気象データ、SNS の消費者

トレンド、IoTセンサーによる生産データなど、非構造化デ

ータも含めた多角的な情報を融合し、予測の死角をなくし

ます。

経営リスクの事前管理と計画精度

高精度な予測により、売上変動やコスト増加のリスクを事

前に検知。設備投資や人員配置の計画が現実的になり、資

金繰りの安定化や経営資源の最適配分に貢献します。

予測精度の飛躍的向上

AIが多変量データをリアルタイムに解析し、売上・需要

・キャッシュフローの予測誤差を大幅に削減。市場の微

小な変動も捉え、経営の不確実性を可視化します。

多角的シナリオのシミュレーション

楽観・標準・悲観的な複数の市場環境を仮定し、各シナ

リオ下での財務インパクトを瞬時に計算。これにより、

リスクヘッジ策や代替戦略を事前に準備することが可能

になります。

経営インパクト：AIによる予測とシナリオ分析は、単なる数字の計算を超えて「未来を見据えた戦略的意思決定」を可能にし、

不確実性の高い市場環境において企業の持続的成長を支える強力な武器となります。
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コントロールシステム



コントロールシステムの流れ

計画を実行し、目標を達成するための管理システムです。この流れを循環させることで、組織は目標に向かって進歩

し続けます。

01.組織全体の目標設定

02.各部門・個人への目標分解

03.権限と責任の明確化

04.予算（計画）の策定

05.実績のモニタリング（予実管理）

06.差異分析（価格差異・数量差異など）

07.フィードバックと改善アクション



予実差異の要因と成功要因

計画と実績のギャップ（予実差異）を分析することは、経営の精度を高める上で不可欠です。差異の要因を外部環境の変化と内部体制

の課題に分類し、それぞれに対応する改善策を講じることで、次期計画の達成度を向上させます。

01 / 予実差異の根本要因

外部要因：市場環境の変動
景気動向の変化、競合他社の新規参入や価格戦略、法規制の

改正、原材料価格の急騰など、企業の直接的な制御が困難な

環境要因による影響。

内部要因：組織と実行の課題
目標設定の現実離れ、PDCA サイクルの運用不十分、業務プ

ロセスの非効率化、従業員のモチベーション低下、情報共有

の不足など、内部体制や実行力の問題に起因する要因。

02 / 実行フェーズの成功要因

現実的で具体的な計画立案
過去の実績データと市場分析に基づいた目標設定を行い、達成

に向けた具体的なアクションプランと責任者を明確化する。

PDCA サイクルの継続的な運用
計画の進捗状況を定期的に評価し、問題点を迅速に把握して改

善策を実行し、計画を適宜修正するループを定常化する。

メンバーの主体性とインセンティブの明確化
目標達成への貢献度に応じた公正な評価と魅力的な報酬制度を

導入し、メンバーのモチベーションと協力体制を高める。



【最新動向コラム】RPA /AIによる自動化と高速化

2026年の会計・管理業務において、RPA とAI技術の融合は業務の自

動化と精度向上を加速させています。単なる作業の省力化を超え、

データからの洞察を生み出す基盤となっています。

RPA ：定型業務の「無人化」実現
データ入力、帳票照合、銀行口座の残高確認といったルー

チンワークをロボットが代行。人為的ミスをゼロにし、業

務処理速度を数倍に向上させます。

AI：異常検知と「予測的」洞察
機械学習が過去のデータパターンを分析し、経理データの

異常値をリアルタイムで検知。さらに売上やキャッシュフ

ローの未来予測を行い、リスク管理に貢献します。

図：会計業務におけるRPA の多面的な活用シナリオ

（支払い、回収、決算プロセスの全自動化を可視化）
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サステナビリティ会計 / ESG報告



サステナビリティ会計とは

企業の環境負荷（E）、社会貢献（S）、ガバナンス体制（G）に関

する活動を定量的・定性的に測定し、評価・報告する会計の一分野

です。単なる数値だけでなく、企業の持続可能な成長力を可視化す

る基盤です。

01. 目的：非財務情報の統合開示

従来の財務指標に加え、環境・社会面での取り組みを統合して開

示することで、企業が長期的に価値を創造し続けられるかを、投

資家や市場に明確に示します。

02. 重要性：信頼構築と資金調達

ステークホルダーからの信頼獲得に直結し、資金調達コストの最

適化や長期的な企業成長を支えます。また、グローバルな規制順

守や社会的責任の履行においても不可欠な指標となります。

国連が提唱する「持続可能な開発目標（SDGs ）」は、

サステナビリティ会計の重要な参照指標として広く活用されていま

す。



主要な国際基準と枠組み

サステナビリティ報告における国際的な共通言語を理解し、企業の持続可能性を示すための基盤となる枠組みを概観します。

01 / ISSB（国際サステナビリティ基準審議会） 02 / EU CSRD （企業サステナビリティ報告指令）

03 / SSBJ（サステナビリティ基準委員会）
04 / GRI（グローバル・レポーティング・イニシアチ

ブ）



カーボンアカウンティング（炭素会計）

温室効果ガス（GHG ）の排出量を科学的に測定・報告・検証する会計手法で

あり、企業の持続可能性経営とコンプライアンスの基盤となります。

スコープ1：直接排出
自社施設での燃料燃焼、移動手段（社用車・船舶等）、プロセスから発
生する直接的なGHG 排出。

スコープ2：エネルギー間接排出
購入した電力、蒸気、熱、冷熱の生産段階で発生する間接的なGHG 排出
量。

スコープ3：サプライチェーン排出
原材料調達、製造、物流、販売、製品使用・廃棄といった、サプライチ
ェーン全体の間接排出。

キーインサイト：スコープ3の排出量は企業全体の7割以上を占めるケースが多く、その測定と削減はカーボンニュートラル達成

に不可欠な要素です。



【最新動向コラム】CBAM と炭素価格の財務影響

EU の炭素関税メカニズム（CBAM ）は、単なる環境規制では

なく、企業の国際競争力と財務健全性を左右する重要な変数

となりました。

2026年、EU のCBAM （国境炭素調整メカニズム）が正式に発動し、輸入

品に対して炭素排出量に応じた関税が課されるようになりました。これ

は、グローバルなサプライチェーンにおける炭素アカウンティングの重

要性を一気に高める転換点となります。

01. サプライチェーンの財務リスク管理
炭素排出量が直接的なコスト要因となるため、企業はサプライチェ

ーン全体の排出量を可視化し、財務リスクとして定量的に評価・管

理することが必須となりました。

02. 炭素価格によるコスト構造の変化
各国での炭素税導入が加速する中、炭素価格の上昇は原材料調達や

物流コストに直接反映され、企業のコスト構造や最終的な利益構造

に重大な影響を及ぼします。
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デジタル会計 / テクノロジー会計



AI（人工知能）と会計

01 仕訳の自動化 02 予測分析

03 不正検知 04 全数監査の実現



ブロックチェーンと会計

図：会計プロセスにおけるブロックチェーンの

応用シナリオと、公開型・プライベート型など

の導入モデルを示しています。

01 トリプルエントリー会計
従来の複式簿記に暗号署名による「第三のエントリー」を追加し、取引記録

を完全に不変にします。第三者による改ざんが事実上不可能となり、会計情

報の信頼基盤が根本的に強化されます。

02 スマートコントラクトによる自動化
契約条件をコード化し、条件達成時に自動的に会計処理（収益計上・支払い

実行）を行います。人為的な入力ミスを排除し、決算プロセスのスピードア

ップと運用コストの削減に貢献します。

03 リアルタイムな継続監査
分散台帳上の全取引データがリアルタイムで共有され、監査人は随時データ

の妥当性を検証できます。事後的な監査から継続的な監査への転換が可能と

なり、企業のガバナンス強化に繋がります。



データアナリティクスとRPA

データアナリティクス

ビッグデータを活用して経営洞察を抽出し、リアルタイム

経営ダッシュボードにより財務状況や市場動向を即時把握

。意思決定の精度と速度を飛躍的に向上させます。

RPA （業務プロセス自動化）

請求情報入力、口座照合、決算集計など定型的な会計業務

をロボットが自動処理。人件費削減とヒューマンエラーの

排除を実現し、スタッフを高度な分析業務に解放します。

これらの技術により、会計部門は単なる記録・集計の事務部門から、経営を支援する戦略的パートナーへと変革。データ

に基づいた意思決定を支え、企業の成長と価値創造に直接貢献する存在へと進化しています。



【最新動向コラム】生成AIと説明可能性の重要性

2026年、生成AI（LLM ）は会計業務の中心的なツールとして定着しつつあり、複雑な基準解釈やレポート作成の自動化を実

現しています。しかし、効率化だけでなく、「説明可能性」と「人間の検証」が不可欠な要素として強調されています。

説明可能性の不可欠性

AIの判断根拠が「ブラックボックス」にならないことが

重要です。特に監査や経営判断においては、出力結果の

導出プロセスを明確に説明できる仕組みが求められ、信

頼性の基礎となります。

人間とAIの相補的協働

AIは作業の効率化を支えるツールであり、最終的な意思

決定と責任は人間の専門家にあります。高度な専門知識

を持つ会計士とAIの能力を組み合わせることで、より高

精度かつ透明な業務運用が実現されます。
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国際会計基準（IFRS）の基礎



IFRS（国際財務報告基準）とは

国際会計基準審議会（IASB）が策定する、国際的に統一された会計基準です。グローバルなビジネスにおいて

財務情報の透明性と比較可能性を高め、投資家や利害関係者に信頼性の高い情報を提供することを目的としてい

ます。

世界規模での普及

世界140以上の国・地域で正式に採用またはコンバージェ

ンスが進展。欧州連合（EU ）諸国をはじめ、主要先進国や

新興国で広く利用され、国際的な財務比較の基盤となって

います。

日本における導入状況

日本では連結財務諸表に限り任意で採用可能。多くの上場

企業が国際資本市場との連携強化を目的にIFRSを選択し、

グローバルスタンダードへの移行が進んでいます。

グローバルビジネスの共通言語

IFRSは、国境を越えた資金調達やM&A 、海外投資家との

コミュニケーションを円滑にし、企業の国際的な信頼構

築に不可欠な存在となっています。



日本基準とIFRSの主要な差異

日本の会計基準（J-GAAP ）と国際財務報告基準（IFRS）は、企業の財務諸表作成において複数の核心的な違いを持ちます。これらの

差異は利益計上や資産評価に直接影響し、投資家への情報開示にも重要な意味を持ちます。

経常利益
日本基準：損益計算書への表示が義務付けられ、継
続的収益力の指標として位置づけられる。

IFRS：概念自体が存在せず、営業利益や税引前利益
が業績評価の主要指標となる。

のれんの償却
日本基準：取得後、定額法により原則20年以内の期
間で均等に償却する。

IFRS：償却は行わず、毎年年に一度減損テストを実
施し、価値減少時に損失を計上。

リース会計
日本基準：オペレーティングリースは貸借対照表外
（オフバランス）で処理される。

IFRS：IFRS 16により、原則すべてのリースを資産
・負債として貸借対照表に計上。

収益認識
日本基準：業種ごとの個別基準が存在し、認識タイ
ミングが多様に設定されている。

IFRS：IFRS 15による統一された5ステップ・アプロ
ーチを採用し、全業種に適用。

棚卸資産評価
日本基準：総平均法、先入先出法、移動平均法、後
入先出法などが認められる。

IFRS：先入先出法（FIFO）または総平均法が認めら
れ、後入先出法（LIFO）は禁止される。



IFRSの主要な基準

国際財務報告基準（IFRS）は、国境を越えた資本市場での財務情報の比較可能性を高める共通言語です。企業の財務諸表に直接影響

を与える、最も重要な6つの基準について解説します。

IFRS 9 金融商品

IFRS 15 収益認識

IFRS 16 リース会計

IAS 36 資産の減損

IAS 38 無形資産

IAS 7 キャッシュ・フロー計算書
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データ資産 / 暗号資産の会計処理



暗号資産（仮想通貨）の会計処理

01. 会計分類の基本ルール (IAS 38)

原則として「無形資産」に該当します。物理的な形態を持たず、識別可能かつ企業が支配可能であるため、国際会計

基準 IAS 38 の適用対象となります。

02. 評価基準と減損の取り扱い

取得原価で測定し、期末には減損テストを実施します。市場価格の下落による減損損失は損益に計上しますが、その

後の価値回復分は原則として戻し入れが認められません。

03. 売買目的の特例 (IAS 2)

短期的な売買目的で保有する場合は、「棚卸資産」（IAS 2）として分類される可能性があります。この場合、時価評

価または原価と時価の低い方で測定されます。



データ資産（ビッグデータ・顧客データ）の会計処理

デジタル経済の発展に伴い、デー

タは重要な経済資源となりつつあ

りますが、その会計処理に関する

基準は依然として進化している最

中です。

01. 資産計上の判断基準

自社生成データ：原則として資産計上不可（費用処理）。

外部購入データ：管理支配可能で将来の経済的便益が見込めれば、無形資産

として計上が認められます。

02. 評価と測定の課題

データの公正価値評価の統一的な手法が未確立で、実務上の課題が多い。デ

ータの品質、有効期間、市場性の多様性から、客観的な価値測定が難しい現

状があります。



【最新動向コラム】データ資産の会計基準整備

2026年、データ資産の会計処理に関する国際的な議論が加速し、企業の価値評価体系に大きな変革をもたらす兆しが

見えています。

中国における先行整備事例

2024年1月より「企業データ資源会計処理暫定規定」が施

行。データ資源を無形資産または棚卸資産として計上可能

となり、企業の資産価値の可視化が進みました。

国際基準（IFRS）の動向

IASBによるデータ資産会計基準設定プロジェクトが進行中

。近い将来、グローバルに適用される統一的な会計処理ル

ールが発布されることが強く期待されています。

企業へのインパクト：データ資産の適切な会計処理は企業価値の評価基準を大きく変え、投資家からの信頼獲得や資金調

達にも影響を与えます。各企業はこの国際的な動向を注視し、内部の会計システムや評価体系の見直しを検討する必要があ

ります。
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人的資本会計 / 無形資産の測定



人的資本会計とは

従来の認識：費用としての計上

現代の視点：競争優位の源泉



人的資本の測定アプローチ

01 コスト・アプローチ

教育訓練費、採用コスト、研修投資など、人材獲得・育成

に実際に投入された費用を集計して評価します。人的資本

の「投入側」の価値を直接的に測定する手法であり、費用

対効果の分析に適しています。

02 収益・アプローチ

従業員が将来的に企業にもたらすと予測される経済的価値

（収益）を現在価値に換算して評価します。人材の生産性

向上や業績貢献から期待される将来のキャッシュフローを

基に、人的資本の「産出側」の価値を測定します。

03 市場・アプローチ

外部労働市場において、同質の人材を調達・保有するため

に必要な費用（市場価格）を基準に評価します。競合他社

の採用賃金や人材の市場価値動向を参考にし、企業が保有

する人材の「交換価値」を測定します。

04 指標アプローチ

定量的・定性的な複数のKPIを組み合わせて総合的に評価し

ます。従業員エンゲージメント度、離職率、生産性向上率

、教育達成率など多角的な指標から、人的資本の健全性と

潜在的な価値を測定します。



【最新動向コラム】ISSB 基準における人的資本開示の強化

価値創造への寄与の明確化

投資が長期的な競争優位にどう繋がるかを、「投入」と「

成果」を結びつけて開示します。例えば、研修へのコスト

投入が従業員のスキルアップにより生産性を向上させ、最

終的に収益性や市場シェアの拡大に寄与した実証データの

提示が求められます。

具体的な開示項目と実例

従業員の定着率・離職率の推移、多様性の指標（女性管理

職比率など）、健康経営の成果などが挙げられます。また

、従業員の満足度調査結果とそれによるイノベーションの

促進、あるいは人材開発が新規事業立ち上げに貢献した具

体的なケーススタディも有効です。



16
行動会計学 / 予算ゲーミング



行動会計学（Behavioral Accounting ）とは

会計情報の作成・伝達・利用における人間の行動や心理的要因を研

究する学際的分野です。合理的ではない人間の認知特性やバイアス

が、会計情報の解釈と意思決定にどのように影響するかを解明しま

す。

01. 研究対象：行動と心理の交差点
経営者や管理者が会計情報をどのように解釈・活用（あるいは歪め

て活用）するかを分析します。確証バイアスやアンカリング効果な

ど、認知的歪みが意思決定に与える影響が主な対象です。

02. 目的：より良い制度設計への貢献
人間の非合理的な側面を考慮し、より効果的な会計システムや報酬

制度の設計に貢献します。これにより、企業の意思決定の質を高め

、組織のガバナンス強化に繋げます。

図：投資・経営判断における代表的な認知バイアス
行動会計学では、こうした心理的要因が経営判断に及ぼす影響を分析

します。



予算ゲーミング

予算作成時に部下が上司に対して情報を操作する戦略的行動の総称です。組織内の情報非対称性を背景に生じ、短期的な個人

・部署の利益追求が先行することで、企業全体の資源配分効率を損なう可能性があります。

01 予算スラック

行動：達成が容易な低い目標を設定し、

業務上の余裕（スラック）を事前に確保

する。目標達成の確実性を優先する傾向

が強い。

対策：業界ベンチマーキングや外部基準

との比較を導入し、目標設定の客観性と

適正性を担保する。

02 下方修正バイアス

行動：当期の業績を意図的に過小に報告

・抑制し、次年度の目標基準を引き下げ

ることで達成のハードルを下げる。

対策：長期的な業績評価軸を導入し、成

果に連動したインセンティブ制度を再設

計して短期的な操作を抑制する。

03 利益平準化

行動：好調年に費用計上を前倒しして利

益を抑え、不調年にはその「貯め」を使

って業績を補填し、安定した印象を与え

る。

対策：会計処理基準の明確化、外部監査

の強化、評価ルールの透明性確保で恣意

的な操作を排除する。



【最新動向コラム】AIによる予算ゲーミングの検出

01. 異常パターンのリアルタイム捕捉 02. 透明性と公正性を基盤とした予算管理

今後の展望：AI予算監査は企業のコンプライアンス体制強化と経営効率化を推進する、不可欠なインフラになると予測されま

す。



17
会計倫理 / 内部統制 / 不正防止



不正のトライアングル（クレッシーの理論）

会計不正は単一の要因では発生せず、機会・動機・正

当化の三要素が重なった時にリスクが高まります。企

業はこれらの連鎖を断ち切るための体制整備が不可欠

です。

01. 機会 (Opportunity)
内部統制の欠陥や監視の不備が、不正を実行可能にする土壌を作

ります。例：承認プロセスの省略、資産管理の緩みなど。

02. 動機 (Pressure)
業績目標の達成圧力、経済的困窮、報酬獲得への欲求などが、不

正を行う心理的な原動力となります。

03. 正当化 (Rationalization)
「一時的なもの」「会社への貢献に見合う」など、自身の行為を

非道徳的でないと自己弁護する心理的なプロセス。

防止策の核心：これら3要素のいずれかを取り除くことで、不正の発生確率を根本的に低下させることができます。



内部統制（J-SOX / COSO フレームワーク）

内部統制は、企業の業務効率性の確保、財務報告の信頼性向上、法

令遵守の徹底、及び資産の保全を核心目的として構築される管理シ

ステムであり、企業の健全な経営基盤を支えます。

COSO フレームワーク：国際的な統制標準

米国COSO が定めた内部統制の国際スタンダードで、「統制環境

」「リスク評価」「統制活動」「情報とコミュニケーション」「

監視」の5つの相互連携する要素から構成されます。

J-SOX ：上場企業の法定評価義務

金融商品取引法に基づき、上場企業に内部統制の整備状況を評価

・報告する義務を課しています。投資家保護と企業ガバナンスの

強化を目的とし、事業の透明性を高める重要な制度です。

図：COSO 内部統制統合フレームワークの構造

企業目標達成に向けた5要素の連携モデル



【最新動向コラム】AI時代の会計倫理

01. アルゴリズムのバイアス

訓練データに含まれる意図しない偏りがAIに学習され、不公平

な判断や誤った会計処理のリスクが生じます。データの多様性

確保と客観性審査が不可欠です。

02. 説明可能性の課題

AIの判断プロセスが「ブラックボックス」化すると、監査証拠

の提示や経営判断の根拠説明が困難になります。透明性確保の

ための技術開発とプロセス文書化が必要です。

03. データプライバシーの保護

会計データには顧客機密や個人情報が含まれるため、漏洩や不

正アクセスのリスクが伴います。GDPR やプライバシー保護法

に準拠した厳格なデータ管理が必須です。

04. 人間とAIのハイブリッド体制

AIは過去のパターンに依存するため、新種の不正や例外的な会

計シナリオには対応できません。専門家の経験とAIの効率性を

組み合わせた判断体制が求められます。
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